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企業は、組織の社会的責任の手引（Guidance on social responsibility）とし
て発行された、 ISO26000 に準ずる倫理的な経営も考えていく必要がある。
わ が 国 の 企 業 は 、 国 内 外 の 世 論 の 動 向 を 見 つ つ 、 世 界 標 準 規 格 の





















その代表例は、 1987 年に ISO から発行された品質マネジメントシステムの








ジメントシステムの統合が検討されることになる。 ISO においても、 ISO9001
の 2000 年改訂版や ISO14001 の 2004 年改訂版で相互の用語の統一など統合的運
用への検討が進められてきた。
そして、その過程の中で、品質及び環境マネジメントシステム監査のための































最初に、 ISO のマネジメントシステムの基盤といえる、 PDCA サイクルについ
て論ずる。 PDCA サイクルは、Ｗ・エドワーズ・デミング博士が考案した、「製
品や工程を検討し、改善するためのフローダイアグラムである。」と定義される
(Deming、 1994、 P.132）。同著では、 PDSA サイクルとして示されているが、こ
れは元々、PDCA として考案したフローダイアグラムであった。デミング博士は、
「 PDSA のサイクルは、1950 年に日本で教えたときに出来上がったものである。」
















用すること」としている（日本規格協会、 2009、 27-29 頁）。
この一連のプロセスをシステムとして適用するということが、PDSA サイクル
や PDCA サイクルの適用そのものであり、ISO 規格における、マネジメントシス
テムの基盤となっている。ここで、PDCA の C は、Check であり、「方針、目標及
び製品要求事項に照らしてプロセス及び製品を監視及び測定し、その結果を報










































経験学派 (The Empirical School) 経営管理を経験の研究とみなす。「いか
にして行われたか」という、ケース分析
が中心。





社会体系学派 (The Social System
School)







中から行動方針（ a course of action)、
あるいは、考え方を選択することが中心
であるとする。



































































































そ の 点 に お い て 、 1996 年 に 発 行 さ れ た 環 境 監 査 の 認 証 登 録 制 度 で あ る


























告を発している（石井教授（ 2006ａ） 96-98 頁）。
自己（適合）宣言は、 ISO 規格などへの適合性を、サプライヤーの第一者証






















国際化・グローバル化とともに 1990 年代後半に入り本格的に増加し 、同じく本
格的に増加した環境マネジメントシステム ISO14001 や労働安全衛生マネジメ
ントシステムへと広がりをみせた。
(1)1987 年 3 月： ISO9000 シリーズ発行
(2)1996 年 9 月： ISO14001 発行
(3)1999 年 4 月： OHSAS18001 発行
英国規格協会 (British Standards Institution： BSI)発行
2003 年 3 月： JISHI 方式 OSHMS 認証開始 (日本 )























ISO14001： 2010-3 月末 20,483 件
（出所：日本適合性認定協会ホームページ）
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環境マネジメントシステムである ISO14001 認証は、2009-Q2 より、減少に転
じており、その認証及び維持費の高さからリーマンショックによる世界同時不
況の影響により 3 年毎の更新を断念したケースも考えられる。その点について






ISO9001： 2010-3 月末 38,895 件
（出所：日本適合性認定協会ホームページ）













「 ISO 」 と は 国 際 標 準 化 機 構 (International Organization for
Standardization)のことで、ジュネーブに本部を置き、電気・電子分野を除く
あらゆる分野の標準化を推進する国際機関 。1947 年に 18 ヶ国により非政府団
体として設立された。
【目 的】 国際貿易の円滑化・促進のための国際規格の策定




(2)日本適合性認定協会（ Japan Accreditation Board:JAB）について




日本では ISO の審査登録機関が各組織(企業等)を審査・登録し、 ISO の認証を
与えており、その審査登録機関自体を審査・認定する機関が「(財)日本適合性認






その他、 JAB ホームページでは、 ISO の活動についても紹介されている。




















(ISO/CASCO : Committee on conformity assessment)が作成している。 CASCO を
構成するのは、88 の ISO 加盟機関の代表者(67 の参加国と 21 のオブザーバー国)
で、わが国では JISC と JAB が代表を送り、 CASCO の一員として、上記ガイドの
作成に参画している。

















っていることがわかる。ちなみに、 2010 年 5 月 10 日現在の JAB によるマネジ
メントシステム認証機関は、図表１－１－４に示したとおり 50 件となっている。
１－１－３． ISO 規格と JIS 規格
ISO では、加盟各国の国内規格と ISO 規格の整合を求めており、ISO 規格の発
行後、わが国においては日本工業規格（ JIS）化されているが、その関係も含め
て案外知られていないように思われる。 ISO と JIS の関係については、前述の
日本工業標準調査会（ Japanese Industrial Standards Committee： JISC）及び











る工業標準化法（昭和 24 年）に基づき制定される国家規格であり、 2010 年 3
月末現在で、 10,202 件が制定されている。
JISC の組織上の構成については以下の説明がある。














の技術的障害 (Technical Barriers to Trade 商品の自由な流通が必要以上に妨
げられること)とならないような仕組みが必要と なった。これはウルグアイラウ













国においては JIS、 JAS がこれに当たる。
TBT 協定締結後、国際規格は加盟国の国家規格に基づいて、各国のコンセンサス
により共通の規格として作成されるものと なった。つまり、日本の JIS 規格は ISO
規格に準拠されるようになり、例えば、ISO9000 シリーズおよび ISO14001 は、正式
には ISO から発行されているが、日本においては違うところなく日本語に 訳され、
24
JIS 規格になっている。更に ISO9000 シリーズは、現在 100 カ国を越える国の国家
規格として採用されている。
もともと ISO は、 1947 年に、ヨーロッパの国々を中心に国際的に通用させる規格
や標準を制定するための国際機関 (電気分野を除くあらゆる分野 )として発足した
が、 TBT 協定締結後、国際規格の重要性が高まり、 ISO の参加国もヨーロッパから
全世界へと広がり、現在では約 140 もの参加国のもとで、 ISO 規格が作成されてい
る。ほか、 ISO と密接な関係を持つ機関として IEC(国際電気標準会議)があり、こ
こでは電気工学と電子工学分野に関する標準化を行ってい る（日本工業標準調査会
ホームページ）。
















１－２－１ EMS の歴史－ BS7750 から ISO14001 へ
EMS の歴史に関しては、倉田（ 2006）『環境経営のルーツを求めて』に以下詳し
い内容の記述がある。
世界初の EMS 規格である BSI（英国規格協会）による BS7750 の発行に関しては 、
「その歴史は思いのほか浅く、 1992 年 3 月の発行であり、そのポイントは、環境
パフォーマンスの継続的改善の達成をその主題とした点である。そして BS7750
は、そのポイントを含め、その後 1995 年 4 月に EC 規則として発効され現在も運
用されている、 EMAS「環境管理・監査規則（ Eco-Management and Audit Scheme）」
に適合する内容となっていた」として、「 BS7750 は ISO による ISO14001 規格作成
のベースとなり、その後、 1996 年 9 月の ISO14001 の発行により、消滅すること
となった」との説明がある。そして、 EMAS に関しては、「 EMAS の規格で注目すべ




次に ISO14001 と EMAS の関係については、倉田によると、「環境 ISO 規格であり、
かつ、国際規格となる ISO14001 の策定に関しては、当然ながら世界各国それぞれ
の立場・主張があったことは事実である 。EU 諸国の中でもイギリスとドイツを中



















EMAS と ISO14001 規格の不整合とされるための弊害は、 ISO14001 が、欧州委員会
によって EMAS の要求事項に合致する規格である旨認められたことにより回避さ
れた。
これにより、 ISO14001 に適合している旨の認証を得て EMAS に参加する企業は、
ISO14001 の適合部分はそのままに、 ISO14001 では要求していない EMAS 独自の要
求事項である環境パフォーマンスの継続的改善などに関してだけ、新たに満たせ
ばよいことになった。この結果、 EMAS は ISO14001 を包含した制度になったとい
ってよく、二つのマネジメントシステム規格が並立せざるを得ないという事態に
至ることは避けられた（倉田、 2006、 211-245 頁）と説明されている。




その後、 ISO14001 は見直しが実施され、 2004 年の改訂版では、環境パフォーマンス
の改善が環境マネジメントシステム運用のポイントである旨が謳われることになり 、
EMAS との整合性はより深まることになる。それでは、具体的な ISO 規格の要求事項
とはどんなものか次節で確認していくことにする。
図表１－２－１に BS 規格から ISO 規格への推移を示す。
図表１－２－１． BS 規格から ISO 規格へ
1979 世界初のマネジメントシステム規格､BS5750 （品質マネジメントシス
テム）が BSI から発行
1987 BS5750 をベースに国際規格 ISO9000 シリーズが発行
1992 世界初の環境マネジメントシステム規格 BS7750 が発行






上 級 コ ー ス 、 か つ 、 環 境 審 査 員 資 格 を 取 得 す る た め の CEAR （ Center of





告 書 、 並 び に ( 社 ) 産 業 環 境 管 理 協 会 （ Japan Environmental Association
















ISO14001： 2004 環境マネジメントシステム［ポケット版 ］』（財団法人日本規格
協会、 2005）を参考にして確認していく。
ISO14001 ： 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム － 要 求 事 項 及 び 利 用 の 手 引































１－２－３ 国内 EMS の諸例： KES マネジメントシステム･スタンダード、エコ
アクション 21、エコステージ、 LAS-E、飯田市、水俣市






















やすい仕組みとして考案したものが「 KES」である。 KES は、 2007 年 4 月 2 日付
で「京のアジェンダ 21 フォーラム」から「特定非営利法人 KES 環境機構」に引
き継いで運営され、全国で 10 カ所を超える協働機関においても審査登録活動を
行っている。皆さん、 KES をはじめてみませんか」と謳っている。

















さらに、具体的な効果として、「 2001 年から 2007 年 10 月までの間に審査・
登録し省エネに取り組んだ 503 事業所（活動実績が１年以上あるもの）で、取組み初
年度１年間に削減された CO2 の合計は、年間 5,832ｔであり、１事業所あたり 11,6ｔ
となる。（調査月 2007 年 10 月）」と説明されている。図表１－２－２に KES の取組に
よる CO2 削減効果、図表１－２－３に KES ・環境マネジメントシステム・スタンダー
ドのしくみを示す。
図表１－２－２． KES の取組による CO2 削減効果







削減量 1183 万 kWh 58t 34kl 118kl 26kl 411kl
CO2 換算 4228t 125t 102t 272t 66t 1139t
取組事業所数 476 23 9 79 11 19
※複数の取組みをしている事業所を含む。
（出所：ＫＥＳパンフレット H21 年 4 月改訂版）
図表１－２－３． KES ・環境マネジメントシステム・スタンダードのしくみ








み を 構 築 し 、 将 来




























































































KES の支援体制は、 NPO 法人 KES 環境機構による。
（出所：特定非営利法人 KES 環境機構『 KES ・環境マネジメントシステムスタンダ
ード KES（ 5 版）』）
２．エコアクション 21





な見直しを実施、 2004 年に「エコアクション 21 環境経営システム・環境活動
レポートガイドライン 2004 年版」を策定した。
また、同年 10 月には財団法人地球環境戦略研究機関持続性センターにエコアク
ション 21 中央事務局が設置され、ガイドラインに基づくエコアクショ ン 21 認証・
登録制度を開始、2009 年 10 月末現在では 4,000 件を超える事業者が認証・登録
を受け、毎年約 1,000 件のペースで増えている。とされている。
そして、そのガイドラインをよりわかりやすくし、その取組をさらに促進、発
































































































































































































































































































































































































































（日本規格協会（ 2010） 285-287 頁）
例えば、サンプリングでどれをとっても一緒であるような安定的な製造管理





























































5.3 「 5.1 及び 5.2 に規定する支援文書において、適合宣言の有効性に影響を
与える何らかの変更があればこれを文書化しなければならない 」(日本規格




















































られている。これを一般に JIS マーク表示制度という。 JIS マークの対象を
限定していた指定商品制度が廃止されたことによって、より多くの規格につ
いて JIS 適合表示が可能となった。JIS 適合表示の方法は、JIS マークの表示




























「平成 9 年の工業標準化法の改正により、 JIS マーク表示対象以外の鉱工業
製品（ JIS の製品規格のあるものに限る）について、JIS への自己適合宣言を
円滑化する際に、第三者の支援を必要とする事業者のため、試験所認定制度
（JNLA： Japan Nation Laboratory Accreditation system）が導入された。













































































(自己 (内部 )監査 )
第一者証明





















(自己 (適合 )宣言 )
4)外部機関による環境ﾏﾈｼﾞ































ｂ． ISO14001（ EMS）に準拠し、かつ ISO17050-1（適合評価－供給者適
合宣言）に準拠した自己（適合）宣言→供給者適合宣言又は適合宣
言




自己（適合）宣言の問題点に関しては、 JISC(Japanese Industrial Standards
Committee) 、日本語の正式名称「日本工業標準調査会」の第 16 回管理システ









































都市像とする第 4 次基本構想を策定、同年度に「 21’飯田環境プラン」を策
59
定し環境文化都市の実現に取り組んでいる 。1995 年度には「地域新エネルギ




市役所では、 2001 年 1 月 ISO14001 の認証を取得し、 2003 年に「自己適合
宣言」を行い、引き続いて環境改善活動に取組んでいる。また、地域ぐるみ
環境 ISO 研究会が構築し、南信州広域連合と連携してスタートした独自の環

































EMS 南信州いいむす 21 の改訂
・関連する共通目標の分野：地球環境
・事業の目的：費用や導入運用の手数の多さから、ハードルの高い国際規
















・今後の展望：ヨーロッパにおける ISO14001 あるいは EMAS（ ISO14001 以
上に厳しい欧州独自の規格）に取組む事業所は全体の 0.5％。南信州に
おいては南信州いいむす 21 を加えると 1.3％。 EMS は地球環境問題を解
決するための組織的な行動指針であり、取組み組織を拡大し、あるいは
組織の活動をレベルアップすることは今後の大きな課題である」。
地域版 EMS である、南信州いいむす 21 は、自治体による提供かつ市民団体に








熊本県水俣市は、 1999 年に日本の自治体としては 6 番目に ISO14001 認証を
取得し、2003 年に自己適合宣言に移行した。水俣市では、毎年環境レポートを
発行、公開しており、以下水俣市の｢ 2008 年度版 水俣市環境レポート 環境
白書 No.35｣から同市の取組についてその概要を示す。
地域概況
水俣市は、熊本県の最南端にあり、面積は 162.88km2、人口は 28,864 人（ H20
年 1 月現在）。東方の山地から不知火海へ流れる水俣川の流域を水俣市域に持
ち、河口域に開けた市街地に商店、事業所のほとんどが立地している。東西















また、「学校版環境 ISO」をはじめ、水俣オリジナル版環境 ISO を幅広く広

















家庭版環境 ISO(85 世帯 )、学校版環境 ISO(市内の 15 全小中学校・ 1 高
校 )、旅館・ホテル版環境 ISO(8 旅館、 2 ホテル )、幼稚園・保育園版環





















No 社名 業種 会社規模

















４ アズマ工業㈱ お掃除雑貨総合ﾒｰｶｰ 拠点： 11 都道府県
従業員数不明






当民間企業による自己（適合）宣言の特徴としては、まず、 6 社のうち 4 社










































① ｢飯田市環境モデル都市行動計画｣を進めます。(飯田市全体で 2050 年まで
に温室効果ガス 70％の削減)































































































































環境管理委員会 事務局：地球温暖化対策課。内部監査結果及び EMS のレ
ビューの審議。環境管理委員会の記録。


















環境管理責任者 ISO14001 対応の EMS の確率及び主管（一部除く）。
EMS の要求事項が全部課で確実に履行 、維持されるた
めの各種事項（ 17 項目）の実施。その他。















地域づくり・庶務課長 課長実行の 13 項目のほか、地域づくり・庶務課長は
自治振興センターの「環境影響評価表」の確認など 5
項目の実行。




EMS 審査員 EMS 審査員は、以下 4 項目を実施。
















































































32 事業所が参加する「地域ぐるみ環境 ISO 研究会」による審査と「南信州広域
連合」による登録判定の実施である。















































































































































































の 3 及び第 4 節の 1 で紹介した（宮野正克、2009）が唯一確認できるのみであ
る。その他、章構成中の一部として採り上げている書籍としては（石井教授、




































ーパー ISO、学校版スーパー ISO の各実践指針」を提案している（石井教授（ 2006
ａ）はじめにⅴ～ⅵ頁）。
ここでは、スーパー ISO の中から、企業版スーパー ISO の実践指針として石
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井教授が提案したエコチェック・リストを紹介する。当該チェックリストは、
5 つの項目についてそれぞれ 4 つの評価項目があり、その評価は達成度による 5



































意識改革に踏み込むスーパー ISO」を提案した（石井教授（ 2006ａ） 106～ 107
頁）。






















2002 年 10 月に ISO19011 として新たに制定された」（（財）日本規格協会（ 2008）
まえがき）。 ISO19011 は、 2003 年に JIS 化され JIS Q 19011 として日本工業規
格にもなっており、組織の品質及び／又は環境方針の効果的な実施を監視し、
検証するためのマネジメントツールとして、監査の重要性を強調している（日




















































教育 業務経験 監査員訓練 監査経験
個人的特質




































































現在では、90 以上の国と地域に約 250 の支部および国別大型支部がある 。会員



























































































容について、 IIA の４項目に対応する ISO19011 の項目を当てはめた表を示す。















② 公 正 な 報 告 ： あ り の ま ま に 、
かつ、正確に報告する義務

































































































































































加えて第５節の２では、 ISO19011 及び内部監査人協会（ IIA）による内部監査
の倫理綱要に焦点を当て、理論面からの自己（適合）宣言の評価（監査）につ





























































石井薫 (2005)｢地方自治体と学校における環境監査の導入－ ISO14001 と学校














環境省 (2009)『エコアクション 21 ガイドライン（ 2009 年版）』
エコステージ協会 (2006ａ )『エコステージパンフレット』
エコステージ協会 (2006ｂ )『エコステージ規格 ２００６年版』












グローバルテクノ (2010)『 ISO9001 審査員資格拡大研修コース』
Ｊ・クリシュナムルティ、大野龍一訳 (2007)『既知からの自由』星雲社
鈴木敏央 (2008)『新・よくわかる ISO 環境・マネジメントシステムと内部監
査』ダイヤモンド社
高田馨 (1974)『経営者の社会的責任』千倉書房
田中勝夫 (2004)『 ISO9001/14001/OHSAS18001 統合マネジメントシステムの作
り方、いかしかた』日刊工業新聞社
地域ぐるみ環境 ISO 研究会 (2010.7～ 9)『ぐるみ通信 No309,311』
Ｃ．Ｉ．バーナード、山本安次郎他訳『新訳経営者の役割』ダイヤモンド社













日本規格協会 (2008)『対訳 ISO19011 品質及び／又は環境マネジメントシステ
ム監査のための指針』 財団法人日本規格協会
日本規格協会 (2009)『 JIS ハンドブック環境マネジメント』





品質保証総合研究所 (2010)『環境審査員研修コーステキスト（第 10 版）』
宮野正克 (2009)『 ISO 自己適合宣言－導入の手順と上手な活用法－』日刊工
業新聞社
山口光恒 (2006)『改定版環境マネジメント』放送大学教育振興会
吉澤正 (2008)『対訳 ISO14001： 2004 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ』日本規格協会
吉澤正他 (2007)『環境コミュニケーション入門』日本規格協会


















国では、2011 年 3 月に発生した東日本大震災に伴う原子力発電所事故も経験し 、
国民の環境への関心も更に高まったといえる。このような状況の下では、環境
の保全に関するマネジメントが強く求められることになり、その代表的な環境
マネジメントシステム (Environmental Management System： EMS)の規格として
は、 ISO14001 をあげることができる。
ISO14001 規格は、 ISO(International Organization for Standardization：
国際標準化機構)から 1996 年に発行された規格であり、2010 年末時点の世界で
の認証取得数は、250,927 件（前年比 27,823 件増）となっている。国別の内訳




の認証機関への審査登録をみると、JAB（ Japan Accreditation Board:日本適合
性認定協会）に認定された認証機関への審査登録数では 、2012 年 3 月末時点で、
19,996 件となっている。これは、 2009 年 3 月末の 20,799 件をピークとして、
その後 803 件の減となったものであり、緩やかな減少傾向を示しているといえ











のみでなく、 SME（ Small and Medium Enterprises:中小企業）への導入がポイ
ントであると捉えて、ISO14001 規格の開発当初から SME のための指針の必要性
が検討されてきた。そして、「 2004 年に SME のためのタスクグループが設置さ




針（ガイドライン）である ISO14005 規格について、その特徴を論ずるとともに 、
SME 向けに先行して運用されている国内の EMS 規格も含めて、今後の展開につ






は、 ISO14001 規格といえる。 ISO14001 規格は、持続可能な開発（ sustainable
development）への貢献を目標として、 1996 年に発行された、環境マネジメン
トシステムの世界標準規格である。近年、組織の環境保全に対する意識の高ま
りもあり、代表的な EMS である ISO14001 規格を認証取得した組織の件数は増加
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傾向である。一方、中小企業（ SME）においては、人的又は資金的な資源の不足















－ 序文 ISO14005 規格作成の趣旨及び目的の説明。
１ 適用範囲 主題の定義：全ての組織に適用可能であり、特に
中小企業（ SME）のための手引きであることを記載。


































































































が示されている。ISO14005 規格は、 SME への導入がポイントとされており、日























附属書 B に「５段階における実施例」、附属書 C に「３段階における実施例」が
ある。






となる。附属書 B では、ISO14005 規格の特徴である箇条４への取組みがひとつ
108
のポイントとなっている。箇条４では、マネジメントシステムの基本となる

















ここで、附属書 B と附属書 C を比較してみると、その最大の特徴は、単な る
5 段階と 3 段階の違いではないことが解る。附属書 B は、原則として、まず箇
条４の準備段階に取組み（十分なコミットメントがある場合には省略可能 ）、そ
の後、各段階に含まれる項目中のステップ（各 3～ 5 ステップ）を全て実施して
いく形式となっており、項目に沿って段階を進めていくアプローチ方式である 。
これに対して、附属書 C は、箇条 4 の準備段階を含まず、箇条 5 及び 6 につい
ても各段階の各項目を順番に進めるのではなく、並列して同時進行させる形式
である。例えば第 1 段階では箇条 5 及び 6 の各項目のステップ 1～ 2、第 2 段階
では各項目のステップ 2～ 4 を実施するというアプローチ方式である。従って 、
附属書 B における 5 段階と附属書 C における 3 段階は、一連の流れを 5 段階又
は 3 段階に分けたものではなく、異なる取り組み方を示したものであり、大枠
としては、附属書 B の 5 段階は主に初心者向け、附属書 C の 3 段階は経験者又
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は他のマネジメントシステム運用などのベースがある組織向けといえる。参考




（出所：[日本規格協会、 2012、 41 頁] を基に筆者作成）
環 境 マ ネ ジ
メ ン ト シ ス
テ ム の 実 施
及 び 維 持 を





















































5.2 資源、役割、責任及び権限 段 階
１
5.3 力量、教育訓練及び自覚 段階 2
5.4 記録
















ISO14005 が、最終目標を ISO14001 の整備及び運用とするならば、ISO として
の 規 格 の 整 合 性 が ポ イ ン ト と な る 。 図 表 ２ － ２ － １ に 、 ISO14005 規 格 と
ISO14001 規格の対比表を示す。
図表２－２－１． ISO14005 規格と ISO14001 規格の対比表








トップマネジメントの参画 ４ .２ .２ ４ .５ 点検
プロジェクトの特定及び選定 ４ .２ .３
選定されたプロジェクトの計画及び
実施











環境コミュニケーション ５ .１ ４ .４ .３ コミュニケーション
資源、役割、責任及び権限 ５ .２ ４ .４ .１ 資源、役割、責任及び
権限
力量、教育訓練及び自覚 ５ .３ ４ .４ .２ 力量、教育訓練及び自
覚
記録 ５ .４ ４ .５ .４ 記録の管理
文書類 ５ .５ ４ .４ .４ 文書類




組織の著しい環境側面の特定 ６ .１ ４ .３ .１ 環境側面
組織の法的及びその他の要求事項の
特定
６ .２ ４ .３ .２ 法的及びその他の要求
事項
組織の法的及びその他の要求事項の ６ .３ ４ .５ .２ 順守評価
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順守評価
環境方針の準備及び実施 ６ .４ ４ .２ 環境方針
目的および目標の設定並びに実施計
画の策定
６ .５ ４ .３ .３ 目的、目標及び実施計
画
運用管理 ６ .６ ４ .４ .６ 運用管理




６ .８ ４ .５ .１ 監視及び測定
内部監査 ６ .９ ４ .５ .５ 内部監査
計画どおりに進まない場合の運用管
理





（出所：[日本規格協会、 2012、 50-51 頁] を基に筆者作成）
ISO14005 規格は、最終的に ISO14001 規格の要求事項を満たすことを目指し




格協会、 2012、 56 頁）。














































国内で作成された EMS の諸例を取り上げ、その特徴と EMS の段階的実施の指針
である ISO14005 との関連について述べる。
(1) KES ・環境マネジメントシステムスタンダード（以下 KES)
KES（ Kyoto Environmental Management System）は、特定非営利法人 KES 環
境機構が、主に中小企業をターゲットとして、 2001 年 4 月に運用を開始した












ある（特定非営利法人 KES 環境機構、2009、『 KES ・環境マネジメントシス
テムスタンダード KES（ 5 版）』）。
(2) エコアクション 21




21 認証・登録制度を開始した。認証・登録数は、2009 年には約 1,800 件の増加
をみせ、 2010 年 3 月末には約 4,500 件となった。 2012 年も増加は続いており 、
2012 年 6 月末現在では 7,314 件となっている。ちなみに、エコアクション２１























































飯田市は、 2003 年 1 月に、わが国の自治体で初めて ISO14001 認証事業所か
ら自己（適合）宣言に移行し、 EMS を作成運用している。水俣市は、市として








年 1 月に ISO14001 を認証取得し、 2003 年 1 月に「自己適合宣言」を行った。
また、地域ぐるみ環境 ISO 研究会が構築し、南信州広域連合と連携してスター





地域版 EMS である、南信州いいむす 21 は、自治体による提供かつ市民団体に





（ Social Responsibility ： SR）をも考慮しているものと考えられる。
② 水俣市の自己（適合）宣言
熊本県水俣市は、1999 年 12 月に日本の自治体として 6 番目に ISO14001 を認
証取得し、2003 年 9 月に自己（適合）宣言に移行した。水俣市は、熊本県の最

























SME などの小規模事業所では、 ISO14001 規格の要求事項の内容を満足するため
の費用や人材の確保が難しいという現実がある。それだけに、わが国 における
EMS の諸例では、 SME などの小規模事業所が対応できる簡易な MS からの取組み
を提案している。一方、ISO においても、SME が EMS への一歩を踏み出す場合の
課題をクリアするには、段階的なアプローチが有用であると判断され、ISO14005
規格が誕生することになった。従って、我が国における簡易版環境マネジメン
トシステム及び ISO14005 規格の両者とも、SME などの小規模事業所に適用する
環境への取組みの指標を与えるものだと言える。但し、ISO14005 規格は、段階
的なアプローチにより、最終的に ISO14001 規格を満足することを目標としてお


























本規格協会、 2012、 1 頁）。この趣旨目的から、 ISO14005 規格における以下 4
つの論ずべきポイントを読み取ることができる。








ISO14005 は、正式名称を「 Environmental management systems－ Guidelines
for the phased implementation of an environmental management
system,including the use of environmental performance evaluation（環境
マネジメントシステム－環境パフォーマンス評価の利用を含む環境マネジメン
トシステムの段階的実施）」（日本規格協会、 2012、 1 頁）とする、環境マネジ
メントシステム（ EMS）の段階的実施の指針である。ここで、最初の論点は、
ISO14001 の規格要求事項を満たす EMS の構築及び実施の手引きを与える手段と
して、ISO14005 規格では、段階的実施を取り入れたことである 。段階的実施に
ついては、「１．ISO14005 規格の概要とポイント」で述べたように、2 種類の異
なる取組み事例が例示されており 、具体的には、5 段階（附属書 B）及び 3 段階
（附属書 C）のアプローチである。そして、これらの 2 種類の例示は、一連の
流れを 5 段階又は 3 段階に分けたものではなく、異なる取り組み方を示したも











いて、 ISO14005 規格が、 SME への環境マネジメントシステムの普及を趣旨目的
としてはいるものの、そのアプローチの多様性が、かえって取りかかりを阻害
する要因になっているとの懸念もあり、問題点のひとつと考えられる。
従って、知識と経験の乏しい SME が ISO14005 規格に取り組む場合の、より分
かりやすいガイドラインが求められることが容易に推測できる。わが国におい
ては、 JAB に認定され、登録されている ISO のマネジメントシステム認証機関
は、 2012 年 8 月 20 日現在、 47 機関を数えるが、その中のいくつかの機関が 、
ISO14005 規格を基にしたスキームを設定して、コンサルティング及び独自の
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ISO14005 規格の段階的な適用性の評価を行っている。現状は、以下の 3 機関が
評価スキームを公開しており、その活動内容については、ホームページで確認
が可能である。
①株式会社日本環境認証機構（ Japan Audit and Certification Organization
for Environment and Quality： JACO）→ 以下 JACO
②株式会社国際規格認証機構（ Organization of International Standards
Certification Co.,Ltd： OISC）→ 以下 OISC
③一般財団法人日本品質保証機構（ Japan Quality Assurance Organization：
JQA）→ 以下 JQA
そして、これらの 3 事業者による解説を基に内容を比較してみると、共通す
る最大の特徴は、ISO14005 規格の運用事例としての 2 つのアプローチの内、附
属書 Cに示される 3段階の構築事例をベースとしていることが分かる。ISO14005
規格では、 3 段階をそれぞれ phase1、 phase2、 phase3
と表しており、 JQA では、同表現及び附属書 C を用いて評価を行うと明記して
いる（ JQA ホームページ）。これに対して、 JACO と OISC では、 3 段階をそれぞ
れ HOP、 STEP、 JUMP として独自の評価を行うとしている（ JACO 及び OISC ホー
ムページ）。 OISC については、概要の確認に止まるが、JACO の取組みについて
は、より詳しく開示されている為、以下にその内容のポイントを示す。
JACO が提唱する JACO スキームのポイントは、段階の選択の自由度が広い
ISO14005 規格の基本方針をベースとしつつ、その方式・考え方を ISO14001 規
格に適用して、その要求項目を 3 段階に分け、ISO14001 規格の段階的取組みを
設定したことである。従って、名称は「 ISO14005 準拠段階型環境マネジメント
システム（ JACO スキーム）」として、最終的には JUMP で ISO14001 認証取得の
審査を行うというものになっている。そして、HOP、 STEP の段階では、JACO の
検査員が検査し、構築レベルに応じた合格証を発行する。メリットとしては 、
HOP 合格は、 ISO14001 の認証取得の 3 分の 1 から 4 分の 1 の費用・構築期間で
可能、国際規格 ISO14005 に対する「合格証」の発行及び取得の表明、 JACO の
ホームページ登録、JACO マークが使用可能、等を明記している。実績としては、
2012 年 5 月末現在で 6 社に合格証を発行済としている（ JACO ホームページ）。
ISO14005 規格はガイドラインのため、実際に取り組んでいる事業者の数は不
明であるが、わが国の ISO14001 規格の認証取得件数が、約 2 万件あることに比
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較すると、全体としても少ないものと推定される。ISO14005 規格における取組
みの 3 段階のアプローチは、ISO14001 規格の要求事項を並び替え、分割したも
のである。ここで、 ISO14005 の適用範囲を見ると、「全ての組織、特に中小企
業（ SME）のための、環境マネジメントシステムの段階的な構築 、実施、維持及
び改善に関する手引き」となっている（日本規格協会、2012、 2 頁）。 JIS 化、





















及び維持にも比較的費用がかかる。ISO14005 が、 SME への普及を推奨するので
あれば、実行しやすさ及びリーズナブルな面を、事例として、より分かりやす
く解説する必要があると思われる。


































である内部監査人協会（Institute of Internal Auditors : IIA）による、内
部監査の倫理綱要を示し、人的要件及びモニタリングの重要性を述べる。
(1)ISO19011 品質及び／又は環境マネジメントシステム監査のための指針
ISO19011 は 2002 年 10 月に制定され、 2003 年には JIS 化され JIS Q 19011
として日本工業規格にもなっており、組織の品質及び／又は環境方針の効果的
な実施を監視し、検証するためのマネジメントツールとして、監査の重要性を




























































































































































SME が ISO14005 規格に取り組む場合の実践のポイントとしての、段階的な実施
例の要点について課題・問題点を含めて論じた。そして、実例として、わが国




織に広く浸透させる目的で、 ISO から 2010 年 12 月に公刊された新たな規格で


































エコステージ協会 (2006ｂ )『エコステージ規格 ２００６年版』









島岡純一 (2011b)「社会的責任（ SR）規格と自己（適合）宣言－ ISO26000 規
格を中心として（１）－」『地球マネジメント学会通信』第 96 号
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特定非営利法人 KES 環境機構 (2009)『ＫＥＳ・環境マネジメントシステムス
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日本規格協会 (2009)『 JIS ハンドブック環境マネジメント』







品質保証総合研究所 (2010)『環境審査員研修コーステキスト（第 10 版）』
宮野正克 (2009)『 ISO 自己適合宣言－導入の手順と上手な活用法－』日刊工
業新聞社
山口光恒 (2006)『改定版環境マネジメント』放送大学教育振興会
吉澤正 (2008)『対訳 ISO14001： 2004 環境マネジメントシステム』日本規格
協会
吉澤正他 (2007)『環境コミュニケーション入門』日本規格協会

























みをどう進めていくのかが問われている 。このような状況のもと、2011 年 6 月
15 日 に 発 行 さ れ た 、 エ ネ ル ギ ー マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム (Energy management
systems-Requirements with guidance for use)に関する国際規格 ISO50001 は、
時宜を得た規格といえる。





ジメントシステム (Environmental Management System： EMS)の一分野としての
対応がとられているといえる。そして、関連する代表的な環境マネジメントシ
ステム (EMS)の規格としては、 ISO14001 をあげることができる。 ISO14001 は、
1996 年に ISO から発行された規格であって、認証取得数は、ISO のホームペー
ジにて確認することができる。2013 年 5 月時点では、2011 年末の調査結果が最
新情報として示されており、2011 年末時点の世界での ISO140001 認証取得数は、
267,457 件（前年比 15,909 件増）となっている。国別の内訳をみると、認証取
得数の１位は中国であり、わが国は 30,397 件で２位である（ ISO ホームページ



















どでは、国レベルでの EnMS 規格の開発や取組みも進められてきた 。図表３－１
－１に ISO50001 開発時に存在した、主な EnMS 規格を示す。
図表３－１－１．主な EnMS 規格（ ISO50001 開発当時）
主な地域・国 規格番号 規格名称





with guidance for use
中国 GB/T 23331-2009 Management System for
Energy





































































































































































る代表的な環境マネジメントシステム (EMS)の規格としては、 ISO14001 をあげ
ることができる。欧州では ISO14001 をもとにエネルギーマネジメントシステム
として開発された EN16001 も存在する。このことからも、 ISO においては、
ISO50001 の開発に当たり、当初から ISO14001 との整合性の確保が提案されて
いた。図表３－２－１に、 ISO50001 と ISO14001 の項目対比表を示す。
図表３－２－１． ISO50001 と ISO14001 の項目対比表
ISO50001： 2011 ISO14001： 2004
箇条 基準 箇条 基準




4.1 一般要求事項 4.1 一般要求事項
4.2 経営者の責任
4.2.1 トップマネジメント 4.4.1 資源、役割、責任及び権限
4.2.2 管理責任者 4.4.1 資源、役割、責任及び権限
4.3 エネルギー方針 4.2 環境方針
4.4 エネルギー計画 4.3 計画
4.4.1 一般 4.3 計画
4.4.2 法 的 要 求 事 項 及 び そ の 他 の 要 求
事項
4.3.2 法的及びその他の要求事項




及 び エ ネ ル ギ ー マ ネ ジ メ ン ト 行
動計画
4.3.3 目的、目標及び実施計画
4.5 実施及び運用 4.4 実施及び運用
4.5.1 一般 4.4.6 運用管理
4.5.2 力量、教育訓練及び自覚 4.4.2 力量、教育訓練及び自覚













4.6 点検 4.5 点検
4.6.1 監視、測定及び分析 4.5.1 監視及び測定
4.6.2 法 的 要 求 事 項 及 び そ の 他 の 要 求
事項に対する順守評価
4.5.2 順守評価





4.6.5 記録の管理 4.5.4 記録の管理
4.7 マネジメントレビュー 4.6 マネジメントレビュー
4.7.1 一般 4.6 マネジメントレビュー
4.7.2 マ ネ ジ メ ン ト レ ビ ュ ー へ の イ ン
プット
4.6 マネジメントレビュー










ここで、 ISO50001 の特徴を ISO14001 と比較してみていくと、計画段階にお
いて、表現の異なる点が見えてくる。まずは、計画段階の部分における、管理
要素に関する「側面」と「使用」という用語の違いである。いずれの規格にも 、














一方、ISO50001 では、特定し、管理する対象は、「エネルギーの使用： energy use」
であって、「使用量」を定量的に把握して管理することが第１とされていること































































































ISO14001 では「要素」であって、 ISO50001 では「定量的な値」等となる。
143





























































































































































ISO50001 は、2011 年 6 月に発行された国際標準規格である。わが国の対応を
みると、ISO50001 は、2011 年 8 月には資源エネルギー庁における省エネ関連の









変積極的である。ドイツ連邦環境局 (German Federal Environment Agency)では、
数か月に 1 回、世界各国における ISO50001 の認証取得数の調査と公表も行って
いる。図表３－４－１に、わが国の ISO50001 普及促進のための活動を示す。図
表３－４－２に、国外主要国の動向及び ISO50001 の認証取得数を示す。
図表３－４－１ 日本政府による ISO50001 の普及啓発活動
年月 内容
2011 年 8 月～ 資源エネルギー庁における省エネ関連の委託事業競争入札の際 、
ISO50001 の認証取得の有無を、加点要素項目として追加。
2011 年 10 月 JIS 規格 (JIS Q50001)を発行。
2012 年 2 月 環境配慮契約法基本方針関連資料において、契約先事業者を選定
する際の評価項目に、 ISO50001 の認証取得の有無を追加。
2012 年 4 月 ｢エネルギー使用合理化事業者支援補助金｣において、ISO50001 認
証における記載を、省エネ法中長期計画における記載と同様に扱
うことを決定。
2012 年 5 月 ｢夏季の省エネルギー対策｣において、産業界等に対し、省エネ・
節電のために ISO50001 の導入について検討するよう推奨。
2012 年 10 月 ISO50001 情報発信ウエブサイトを公開 (ISO50001 の導入事例や導
入活用のポイントなど、更に主要各国の取組み等を公開）。
（出所：｢資源エネルギー庁ホームページ｣を参考に筆者作成）




を 2011 年 6 月 ISO50001 発行にあわせて移行済
み。
米国エネルギー省は、 ISO50001 の実施を前提条
件とした SEP(Superior Energy Performance)プ
① 26 社 (資源エネル
ギー庁 )
② 20 社 (2013 年 5 月







エネルギー消費量の多い (標準炭換算で 1 万ト
ン )以上の 17,000 社を対象として、EnMS を推進。
認証取得組織には、補助金等の支援処置。
① 36 社 (資源エネル
ギー庁 )
② 2 社 (2013 年 5 月
ド イ ツ 連 邦 環 境 局
調べ。 )
３ 英国
英国認定機関 UKAS(United Kingdom Accreditati




② 55 社 (2013 年 5 月








① 14 社が申請 (資源
エネルギー庁 )
② 29 社 (2013 年 5 月
ド イ ツ 連 邦 環 境 局
調べ。 )
５ ドイツ
ドイツ認定機関 DAKKS(Die Deutsche Akkreditie





EEG の改正で 2,400 社が ISO50001 の認証取得が
必要となるため、全企業の 1%は認証取得すると
想定されている。
① 14 社 (資源エネル
ギー庁 )
② 985 社 (2013 年 5
















みに、認証取得の組織数でみると、 2013 年 3 月時点での認証取得組織数の 616




Accreditation Board：JAB）の最新データ（2013 年 9 月）によると、14 件とな



















業種 イ ン フ ラ シ ス テ ム 設
計製造業
鋳物製造業 産業廃棄物処分業






指定･認証 第 一 種 エ ネ ル ギ ー 管
理 指 定 工 場 、
ISO14001、 ISO9001
第 二 種 エ ネ ル ギ ー
管 理 指 定 工 場 、
ISO14001、 ISO9001
ISO14001
認 証 取 得 に 要
した期間
約 1 年 約 7 ヵ月 約 11 ヵ月
ト ッ プ マ ネ ジ
メント
事業所長 社長 社長




ウ エ ブ サ イ ト に 公
開
ウ エ ブ サ イ ト に 公
開
エ ネ ル ギ ー 目
標
エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単
位の１％削減
生 産 高 エ ネ ル ギ ー
消 費 原 単 位 の ３ ％
削減
前 年 度 比 エ ネ ル ギ
ー 消 費 原 単 位 １ ％
削減
エ ネ ル ギ ー パ
フ ォ ー マ ン ス
指標
Ｃ Ｏ 2 排 出 量 原 単 位
(事業所全体ベース )
エ ネ ル ギ ー 消 費 原
単位 (照明･空調 )
エ ネ ル ギ ー 消 費 原
単位［＝ (電力＋軽
油)／出荷量］
活動 エ ネ ル ギ ー マ ニ ュ ア 総 合 マ ネ ジ メ ン ト 総 合 マ ネ ジ メ ン ト
150
ル文書化､センサーと
イ ン ト ラ ネ ッ ト を 活
用 し た 電 力 使 用 量 の
視覚化､太陽光発電設
備 ･ 蓄 電 池 設 備 ･
FEMS(空 調 設 備 )の 導
入､運用基準の改訂実
施｡
留 意 点 と し て 幹 部 承
認 徹 底 と 各 部 門 長 の
理解度向上、各部委員
会、ワーキンググルー





ネ ル ギ ー パ フ ォ ー
マンスの評価・改善





複 数 台 稼 働 設 備 の
最適台数制御、ピー
ク時電力の抑制、照
明の LED 化、ISO 事
務 局 を 中 心 と し た
教 育 ⇒ 認 証 機 関 の





























































質と力量に焦点を当てて示す。ISO19011 は、2011 年 11 月に改訂版が発行され、
あらゆるマネジメントシステムへの適用が可能となっている。
ISO19011 は、 2002 年 10 月に、品質及び／又は環境マネジメントシステム監
査のための指針として、制定された。そして、2003 年には JIS 化が実現し、JIS




の重要性を強調する規格となった（日本規格協会、 2003、 15 頁）。これには、
















が進められた。そして ISO19011 は、 ISO19011:2011（ Guidelines for auditing




















































































と密接に関係している（日本規格協会、 2012、 55-61 頁）。











































































他人と共に効果的に活動する（日本規格協会、 2012ｂ、 181-183 頁）。

















た。そして当該内容により、ISO19011 は、“高潔さ（ 2003 年版では倫理的行動）”
と“力量”を重点要素として構成されていることが推測されよう 。更に、ISO19011




























島岡純一 (2011b)「社会的責任（ SR）規格と自己（適合）宣言－ ISO26000 規格
を中心として（１）－」『地球マネジメント学会通信』第 96 号、地球マネ
ジメント学会













日本規格協会 (2005a)『対訳 ISO14001： 2004 環境マネジメントシステム』
日本規格協会 (2005b)『適合性評価－供給者適合宣言－第一部：一般要求事項
JISQ17050-1： 2005』
日本規格協会 (2009)『 JIS ハンドブック環境マネジメント』






日本規格協会 (2011d)『 ISO26000： 2010 社会的責任に関する手引』
日本規格協会 (2012a)『環境マネジメントシステム－環境パフォーマンス評価の
利用を含む環境マネジメントシステムの段階的実施 JISQ14005:2012』












近年、国際化が進むなかで、社会的責任 (Social Responsibility： SR)は、
重要な課題として一般に浸透するようになった 。これからの経営活動は、社会
的責任を果たすために、地球規模のグローバルな視野での取組みが求められる。










保 す る こ と が 考 え ら れ る 。 但 し 、 自 ら 宣 言 す る 自 己 （ 適 合 ） 宣 言 は 、











い自己 (適合 )宣言の実践指針を示すことを目的として論ずる 。それが、あらゆ
162
る 事 業 所 に お け る 持 続 可 能 な ISO26000 の 構 築 及 び 運 用 を 可 能 と し ､















ISO26000 は、社会的責任の手引（ガイドライン）として、2010 年 11 月 1 日
に、 ISO における規格開発作業の開始から 5 年余りを経て発行された。この規
格は、社会的責任とは何か、そしてそれを実施する上で組織が何に、また 、ど
のように取り組むべきなのかに関する手引を提供する国際規格であり 、組織の




ることにした。その作業は、 2005 年 3 月に ISO/TMB（ Technical Management
Board：技術管理評議会）直下の作業グループ（ WG）により進められ発行に至
った（日本規格協会、 2011、 3 頁、 259 頁）。
163
（１） ISO26000 規格の概要
ISO26000 は、 7 つの箇条と 2 つの付属書、参考文献で構成されており、 7 つ
の箇条のうち、 1 から 5 では、社会的責任の適用範囲や定義、情勢・原則など









１ 適用範囲 ISO26000 で取り上げる主題を定義し、制限
又は除外項目がある場合はそれらを特定す
る。



























































































































ISO26000 の ル ー ツ を 考 え た と き 、 OECD （ Organization for Economic
Co-operation and Development：経済協力開発機構）による多国籍企業行動指
針の作成は、SR の初期の指標として欠くことのできないイベントであったと推

















































































































































国連グローバル・コンパクト（United Nations Global Compact： GC）とは、
1999 年に、世界経済フォーラムにおいて、当時の国連事務総長のコフィー ・
















































































































GRI（ Global Reporting Initiative）は、国際的なサステナビリティ・レポ
ーティングのガイドライン作りを使命 ・目的とする、オランダに本部を置く NGO
である。 1997 年に UNEP（ United Nations Environment Programme：国際連合環
境計画）などの協力で、GRI プロジェクトを開始、2000 年に GRI ガイドライン
第 1 版を発行した。現行版は、2006 年 10 月発行の第 3 版である。わが国では、












GRI は、OECD と同様に、ISO26000 を作成するためのワーキンググループにリエ




構成 概要 テーマ 内容のポイント





























品 質 確 定 の










バ ウ ン ダ リ
ー （ 報 告 組
織 範 囲 ） の
設 定 に 関 す




































































































（出所：「 GRI サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第 3 版、2006」
を基に筆者作成）
GRI サステナビリティ・レポーティング・ガイドラインは、 OECD と共に、





















































































































































































は、ISO26000 を作成するためのワーキンググループにリエゾン機関の 1 機関と
して参画を果たしていることからも、その前向きな取り組みを窺うことができ
る。国連 GC を除く、他の CSR ・ SR 指針は、主題の項目を、国連 GC が提示する







への取り組みを、より強調しているものだと推測できる。一方、 国連 GC では、
主題の項目を、人権・労働基準・環境・腐敗防止の 4 つの項目に絞り込み、当
該主題に関わる基本原則 10 項目の実現に向けて努力を継続することが謳われ





を背景として、公刊に至ったものである。ISO26000 は、当初 CSR のガイドライ
ンとして検討を始めたが、実際には企業だけではなく、消費者、労働者、政府
などがそれぞれの立場から社会的責任を持っているという共通認識により、最
終的にはあらゆる組織に適応可能な SR のガイドラインとして発行された 。その
ワーキンググループは、ISO 加盟国 162 ヶ国（ 2011 年 11 月現在）の中から、83
ヶ国の ISO 各国標準化機関を中心メンバーとして 、オブザーバー参加の 16 ヶ国
の ISO 各国標準化機関及び OECD や GRI を含む、 NGO などの 42 の機関が参加し
















































































































































4)外部機関（ external organization）による、 ISO マネジメントシステムの認
証／登録（ certification／ registration）を求める。

























ｂ． ISO によるマネジメントシステム規格に準拠し、かつ ISO17050-1（適合評
価－供給者適合宣言）に準拠した自己（適合）宣言 → ISO（供給者）適合宣言









2010 年 11 月に社会的責任の手引（ガイドライン）として ISO(International
Organization for Standardization： 国 際 標 準 化 機 構 )に よ り 公 刊 さ れ た











Management System： EMS)である ISO14001 などの規格とは性質が異なることで
ある。そして、その主要なポイントとしては次の２点があげられる 。ひとつは、
規格の求めていることが、環境の ISO14001 や品質の ISO9001 に要求されるマネ
























































３ 倫 理 的
な行動
組織は、倫理的に























































































































織 の 活 動 に 加 担 す る こ と を 避 け る べ き で あ
る。





























































































































国 際 行 動 規
範の尊重 透明性
法 の 支 配 の
尊重
ス テ ー ク ホ



































































最初に、ISO 規格としての自己適合宣言をみると 、ISO には、ISO 供給者適合
宣言とよばれる、ガイドラインとしての「適合性評価－適正実施規準： JIS Q
0060(ISO/IEC Guide60)」、要求事項を持つ規格としての「適合性評価－供給者






































































（ SR）規格における自己 (適合 )宣言の実践指針を示すことを目的として論ずる 。
それが、あらゆる事業所における持続可能な ISO26000 の構築及び運用を可能と






















や意欲・決意からの精神もトップマネジメントの重要な留意点である 。 ISO あ































































て 示 す 。 更 に 、 70 年 以 上 の 歴 史 を も つ 世 界 的 組 織 で あ る 内 部 監 査 人 協 会
（ Institute of Internal Auditors : IIA）による、内部監査の倫理綱要を示
し、人的要件及びモニタリングの重要性を述べる。
(1)ISO19011 品質及び／又は環境マネジメントシステム監査のための指針
ISO19011 は 2002 年 10 月に制定され、 2003 年には JIS 化され JIS Q 19011
として日本工業規格にもなっており、組織の品質及び／又は環境方針の効果的
な実施を監視し、検証するためのマネジメントツールとして、監査の重要性を































































































































































る」がある（日本規格協会、2011、203-205 頁）。これは ISO2600 規格又は関連
する社会的責任に関する報告指針への適合性の証明としての記述であって 、CSR




けを借りて検証作業を行う」との記述もある（日本規格協会、 2011、 204 頁）。





























て、 ISO シリーズを始めとした様々なマネジメントシステム（ MS）の構築・運









求められるであろう CSR ・SR 及び地球的責任を果たすための新しい統合マネジ
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メントシステム（Integrated Management System： IMS）を構築することを目的
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段階的実施のガイドラインとして 2010 年 12 月に発行された ISO14005 規格につ






















表的な環境マネジメントシステム規格 ISO14001 と社会的責任規格 ISO26000 を
取り上げ、それらの共通点について 述べる。図表５－１－１に、環境マネジメ
ントシステム規格 ISO14001 と社会的責任規格 ISO26000 の項目対比表を示す。
図表５－１－１． ISO14001 と ISO26000 の項目対比表
ISO14001： 2004 ISO26001： 2010
箇条 基準 箇条 基準
序文 序文
1 適用範囲 1 適用範囲
2 引用規格





4.1 一般要求事項 4.1 一般
4.2 環境方針 4.2 説明責任
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4.3 計画 4.3 透明性
4.3.1 環境側面 4.4 倫理的な行動
4.3.2 法的及びその他の要求事項 4.5 ステークホルダーの利害の尊重
4.3.3 目的、目標及び実施計画 4.6 法の支配の尊重
4.4 実施及び運用 4.7 国際行動規範の尊重
4.4.1 資源、役割、責任及び権限 4.8 人権の尊重
4.4.2 力量、教育訓練及び自覚 5 社 会 的 責 任 の 認 識 及 び ス テ ー ク
ホルダーエンゲージメント
4.4.3 コミュニケーション 5.1 一般
4.4.4 文書類 5.2 社会的責任の認識
4.4.5 文書管理 5.3 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 特 定 及 び ス
テ ー ク ホ ル ダ ー エ ン ゲ ー ジ メ ン
ト
4.4.6 運用管理 6 社 会 的 責 任 の 中 核 主 題 に 関 す る
手引き
4.4.7 緊急事態への準備及び対応 6.1 一般
4.5 点検 6.2 組織統治
4.5.1 監視及び測定 6.3 人権




4.5.4 記録の管理 6.6 公正な事業慣行
4.5.5 内部監査 6.7 消費者課題
4.6 マネジメントレビュー 6.8 コ ミ ュ ニ テ ィ へ の 参 画 及 び コ ミ
ュニティの発展
7 組 織 全 体 に 社 会 的 責 任 を 統 合 す
るための手引
7.1 一般
7.2 組 織 の 特 性 と 社 会 的 責 任 と の 関
係
7.3 組織の社会的責任の理解
7.4 組 織 全 体 に 社 会 的 責 任 を 統 合 す
るための実践
7.5 社 会 的 責 任 に 関 す る コ ミ ュ ニ ケ
ーション
7.6 社 会 的 責 任 に 関 す る 信 頼 性 の 向
上
7.7 社 会 的 責 任 に 関 す る 組 織 の 行 動
及び慣行の確認及び改善

















もある。一方、 ISO14001 及び ISO26000 の枠組みは、持続可能な社会への貢献






























ここで、箇条４の ISO14001 の要求事項と ISO26000 の社会的責任の原則以降
を見てみると、共通するポイントが多いことがわかる。図表５－１－２に、
ISO14001 の項目に対応するであろう ISO26000 の項目を当てはめた表を示す。
図表５－１－２． ISO14001 と ISO26000 の項目対比表
ISO14001： 2004 ISO26001： 2010
箇条 基準 箇条 基準











5.3 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 特 定 及 び ス
テ ー ク ホ ル ダ ー エ ン ゲ ー ジ メ ン
ト
6.7 消費者課題
6.8 コ ミ ュ ニ テ ィ へ の 参 画 及 び コ ミ
ュニティの発展
7.5 社 会 的 責 任 に 関 す る コ ミ ュ ニ ケ
ーション
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4.5.5 内部監査 7.7 社 会 的 責 任 に 関 す る 組 織 の 行 動
及び慣行の確認及び改善
4.6 マネジメントレビュー 6.2 組織統治
























の段階的実施のガイドラインとして 2010 年 12 月に発行された規格であり、環
境マネジメントシステムの中小企業（ SME）への普及浸透を主題としている 。さ




環境に関連するこれらの規格は、いずれも PDCA サイクル（P は計画 (Plan)、
















その点において、 ISO26000 は、認証取得を前提とした、環境関連の ISO14001
や ISO50001、最終目標を ISO14001 の認証取得のレベルとした ISO14005 とは一
見異なるようにも見える。
しかしながら、本章第１節で述べたとおり、環境マネジメントシステムのベ




図表５－２－１． ISO14001、 ISO14005、 ISO50001 と ISO26000 の項目対比表
環境マネジメントシステム規格 社会的責任規格
ISO14001： 2004 IS014005:2010 ISO50001:2011 ISO26001： 2010
基準 基準 箇条 基準
序文 序文 序文
218
1 適用範囲 1 適用範囲 1 適用範囲 1 適用範囲
2 引用規格 2 引用規格
3 用語及び定義 2 用語及び定義 3 用語及び定義 2 用語及び定義





































一般要求事項 目的 一般要求事項 一般
環境方針 方法 経営者の責任 説明責任










選 定 さ れ た プ ロ ジ ェ
クトの計画及び実施




























及 び ス テ ー ク ホ ル














文書管理 文書類 実施及び運用 ス テ ー ク ホ ル ダ ー
の 特 定 及 び ス テ ー





主 題 に 関 す る 手 引
き
緊急事態への準備 6 環境マネジメントシ コミュニケーショ 一般
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及び対応 ス テ ム の 構 築 及 び 実
施
ン
点検 組 織 の 著 し い 環 境 側
面の特定
文書化 組織統治
監視及び測定 組 織 の 法 的 及 び そ の
他の要求事項の特定
文書化要求事項 人権
順守評価 組 織 の 法 的 及 び そ の





環 境 方 針 の 準 備 及 び
実施
環境
記録の管理 目 的 お よ び 目 標 の 設
定 並 び に 実 施 計 画 の
策定
運用管理 公正な事業慣行
内部監査 運用管理 設計 消費者課題
マネジメントレビ
ュー






コ ミ ュ ニ テ ィ へ の
参 画 及 び コ ミ ュ ニ
ティの発展
監視及び測定を含む､
環 境 パ フ ォ ー マ ン ス
評価
点検 7 組織全体に社会的















EnMS(エ ネ ル ギ ー
マネジメントシス
テム )の内部監査





組 織 全 体 に 社 会 的
責 任 を 統 合 す る た
めの実践
記録の管理 社 会 的 責 任 に 関 す









社 会 的 責 任 に 関 す
る 組 織 の 行 動 及 び





社 会 的 責 任 に 関 す





（１） ISO14001 と ISO14005













手事業所のみでなく、SME（ Small and Medium Enterprises:中小企業）への導
入がポイントであると捉えて、ISO14001 規格の開発当初から SME のための指針
の必要性が検討されてきた。そして、「 2004 年に SME のためのタスクグループ
が設置され、その後、４年間の規格開発作業期間を経て、 2010 年 12 月に EMS
の段階的実施の指針である、ISO14005 規格が発行された」（日本規格協会、2012、
54-55 頁）。




















において、環境関連全体をカバーする ISO14001 と ISO14001 を詳細に解説した
といえる ISO14005 は、相互の活用が可能である。
（２） ISO14001 と ISO50001






















































すために、 ISO14001 と ISO26000 に共通する基本的な考え方として重要な項目
であるといえる。
その点において、これらの２つの項目の見方を、 ISO14001 と ISO14005 の関
係に当てはめてみると、 ISO14005 が ISO14001 の認証取得の段階プロセスを詳





















有 害 な 環 境 影 響 を 低 減
するために、あらゆる種
類 の 汚 染 物 質 又 は 廃 棄
物の発生、排出、放出を
回避し、低減し、管理す
る た め の プ ロ セ ス 、 操
作、技法、材料、製品、







































の点において、環境関連全体をカバーする ISO14001 と、 ISO14001 のガイドラ
インともいえる ISO14005、並びに環境面に関しては ISO14001 の一部の項目を
詳細に解説した面もある ISO26000 は、相互の活用が可能であるといえる。











































































用すること」としている（日本規格協会、 2009、 27-29 頁）。
この一連のプロセスをシステムとして適用するということが、PDSA サイクル
や PDCA サイクルの適用そのものであり、ISO 規格における、マネジメントシス
テムの基盤となっている。ここで、PDCA の C は、Check であり、「方針、目標及
び製品要求事項に照らしてプロセス及び製品を監視及び測定し、その結果を報
告する」（日本規格協会、 2009、 33 頁）と説明される。それに対する PDSA の S
は、 Study であり、チェックに加えて結果の検討を強調したものである。今日
































ムの実践には必要不可欠であるといえる。そこで、 PDCA サイクルの、 C（チェ
ック）及び S（スタディ）に着目した新たなモデルを示す。
それは、わが国の実践経営に深く浸透した C（チェック）の概念を更に発展



































トップマネジメント マネジメントレビューの実施 ⇒ PDMA サイクルの実践
状況についてのモニタリングを実施し、継続的改善・発
展への適切なフィードバックを行う。




































































































































































第１章では、水俣市の EMS の事例も取り上げた。同市では、「 ISO14001 認証
取得により、職員の ISO に対する意識も高まったが、反面マンネリ化も感じら
れるようになり、 2003 年には市民と市役所の環境意識の更なる向上を目的に 、










































図表５－４－１に環境マネジメントと CSR と自己 (適合 )宣言の係わりの概念
図を示す。






































環境マネジメントについては、まず ISO14001 と ISO14005 の関連を明らかに
した。ISO では、環境マネジメントシステムの普及は 、大手事業所のみでなく 、
SME（ Small and Medium Enterprises:中小企業）への導入がポイントであると
捉えて、 ISO14005 規格を 2010 年 12 月に発行した。















において、環境関連全体をカバーする ISO14001 と ISO14001 を詳細に解説した
といえる ISO14005 は、理論レベルの統合が可能であり、相互に活用できる。
環境マネジメントに関しては、次に、 ISO14001 と ISO50001 の関連を明らか
にした。






































の項目は、社会的責任を果たすために、 ISO14001 と ISO26000 に共通する基本
的な考え方として重要な項目であるといえる。










以上から、環境関連全体をカバーする ISO14001 と、 ISO14001 のガイドライ

















お い て 、 認 証 取 得 を 目 的 と し て い る か 否 か の 違 い は あ る が 、 ISO26000 と
ISO50001 の基本的なスタンスは共通しているといえる。従って、環境関連の
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（出所：日本規格協会（ 2005） 29~33 頁）
253
〔資料３〕． ISO14001 規格：一般要求事項



































































































































































































































（出所：日本規格協会（ 2005） 49~89 頁）
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〔資料４〕














































（出所：日本規格協会（ 2010） 287－ 288 頁）
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及び、 JISQ17020 若しくは JISQ17025 の認定状態の詳細（例えば、認
定範囲、認定機関の名称）、又は JISQ17020 若しくは JISQ17025 の該当
する要求事項を遵守していることの説明
ｄ）自己適合宣言の対象に関係する品質管理体制の説明［例えば、 JISQ9001









12.3 12.1 及び 12.2 に規定する支援文書において、自己適合宣言の有効性に
影響を与える何らかの変更があればこれを文書化しなければならない。
（出所：日本規格協会（ 2010） 299－ 301 頁）
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〔資料６〕
JIS Q 1000:2005 付属書（参考）自己適合宣言書
１．自己適合宣言書の様式の記入要領

















































10） この文書は、 JIS Q 1000 に基づき作成された自己適合宣言書である。















































































青木崇 (2007)「国際機関の CSR に関する企業行動指針」『イノベーション・マネ
ジメント』（法政大学イノベーション・マネジメント研究センター）Ｎｏ４
飯田市役所 (2010)『環境マニュアル（第 23 版）』、 2010 年 5 月
石井薫 (1987)「社会問題における監査と監視－監視の構造（－）－」弘前大学
人文学部『文経論叢』第 22 巻第 2 号、1987 年 3 月












石井薫 (2005)｢地方自治体と学校における環境監査の導入－ ISO14001 と学校版



















論文の紹介｣『地球マネジメント学会通信』第 37 号、 2001 年 2 月
石井薫・長崎貴之 (2003)｢(翻訳紹介 )環境マネジメントと環境監査に関する海外




エコステージ協会 (2006ｂ )『エコステージ規格 ２００６年版』























グロービス経営大学院 (2008)『グロービスＭＢＡアカウンティング』改訂 3 版
グロービス経営大学院 (2009)『新版グロービスＭＢＡファイナンス』
グロービス経営大学院 (2009)『改訂 3 版グロービスＭＢＡマーケティング』
グローバルテクノ (2010)『 ISO9001 審査員資格拡大研修コース』
コッター，ジョン．Ｐ (2012)、 DIAMOND ハーバード・ビジネス・レビュー編集
部・黒田由貴子・有賀裕子訳 (2012)『リーダーシップ論』ダイヤモンド社
島岡純一 (2011a)「環境マネジメントシステム（ EMS）の自己（適合）宣言に関
する研究」『地球マネジメント学会通信』第 95 号、 2011 年 6 月
島岡純一 (2011b)「社会的責任（ SR）規格と自己（適合）宣言－ ISO26000 規格
を中心として (１ )」『地球マネジメント学会通信』第 96 号、 2011 年 12 月
島岡純一 (2012a)「社会的責任（ SR）規格と自己（適合）宣言－ ISO26000 規格
を中心として（２）」『地球マネジメント学会通信』第 97 号、 2012 年 4 月
島岡純一 (2012b)「環境マネジメントシステム規格の段階的実施に関する研究－
ISO14005 を中心として－」『東洋大学大学院紀要』第 49 集、 2012 年 3 月
島岡純一 (2013a)「エネルギーマネジメントシステム規格（ISO50001）の実施に
関する研究（１）」『地球マネジメント学会通信』第 101 号、 2013 年 6 月
島岡純一 (2013b)「エネルギーマネジメントシステム規格（ISO50001）の実施に





















田中勝夫 (2004)『 ISO9001/14001/OHSAS18001 統合マネジメントシステムの作り
方、いかしかた』日刊工業新聞社
地域ぐるみ環境 ISO 研究会 (2010.7～ 9)『ぐるみ通信 No309,311』
中央青山監査法人編 (2004)『 CSR 実践ガイド－内部統制から報告書作成まで』
中央経済社
東陽監査法人編(2005)『内部管理実務ハンドブック 第３版』中央経済社












日本規格協会 (2009)『 JIS ハンドブック環境マネジメント』























品質保証総合研究所 (2010)『環境審査員研修コーステキスト（第 10 版）』
松本恒雄監修 (2011)『 ISO26000 実践ガイド』中央経済社
宮崎修行 (2001)『統合的環境会計論』創成社
宮野正克 (2009)『 ISO 自己適合宣言－導入の手順と上手な活用法－』日刊工業
新聞社





吉田岳敬史・寺田博 (2008)『 ISO14001： 2004 要求事項の解説』日本規格協会
レビット・セオドア (1956-2001)、有賀裕子、 DIAMOND ハーバード・ビジネス・






Badaracco,Joseph.L.Jr(2002),Reading Quietly An Unorthodox Guide to
Doing the Right Thing,Harvard Business School Press （夏里尚子訳
(2002)『静かなリーダーシップ』翔泳社）
Barnard,Chester.I(1938),The Functions of the Executive,Harvard
University Press（山本安次郎他訳 (1968)『新訳経営者の役割』ダイヤ
モンド社）
Beauchamp,Tom.L & Bowie,Norman.E(1993),Ethical Theory and Business
Fifth Edition,Prentice-Hall,Inc.（加藤尚武監訳(2005)『企業倫理学
１－倫理的原理と企業の社会的責任－』晃洋書房
Bennis.Warren(2003),ON BECOMING A LEADER,Warren Bennis Inc.（伊東奈
美子訳(2008)『リーダーになる〔増補改訂版〕』有限会社海と月社
Buckingham.Marcus(2005),The One Thing You Need to Know:...about great
managing,great leading,and sustained individual success,One Thing
Productions,Inc（加賀山卓朗訳(2006)『最高のリーダー、マネージャ
ーがいつも考えているたったひとつのこと』日本経済新聞出版社
Callenbach,E.F.Capra and S.Marburg (1990).THE Elmwood Guide to
Eco-auditing and Ecologically Conscious Management.Elmwood Inst.
(カレンバッグ・カプラ・マーバーグ、鶴田栄作訳 (1992)『エコロジカ
ル・マネジメント』ダイヤモンド社 )
Collins,Jim,and Jerry Porras(1994),Built to Last,New York:Harper
Business（山岡洋一訳(1995)『ビジョナリー・カンパニー』日経ＢＰ社
Deming,Edwards.W(1982),Out of Crisis ,The MIT Press
Deming,Edwards.W(1994),The New Economics ,The MIT Press （デミング ,
エドワーズ .W 著 ＮＴＴデータ通信品質管理研究会訳『デミング博士の
新経営システム論』 (1996)ＮＴＴ出版）
Drucker,peter.F(1966),The Effective Executive,Harper Collins
Publishers,Inc.(ドラッカー ,ピーター .F 著 上田惇生訳 (2006)『ドラ
ッカー名著集１ 経営者の条件』ダイヤモンド社
Greenleaf,Robert.K(2002),Servant Leadership A Journey into the Nature






ISO(2002)， Guidance for quality and / or environmental management
Systems auditing ， (日本規格協会訳 (2003)『対訳 ISO19011 品質及び
／又は環境マネジメントシステム監査のための指針』 )
ISO(2004)， ISO14004:2004 Environmental management systems－ General
Guidelines on principles ,systems and support techniques ， (日本
規格協会訳 (2004)『ISO14005:2004 環境マネジメントシステム－原則、
システム及び支援方法の一般指針』）
ISO(2004)， Environmental management systems－ Requirements with
Guidance for use ， (日本規格協会訳 (2005a)『対訳 ISO14001： 2004 環
境マネジメントシステム』）
ISO(2004)， Conformity assessment-Supplier's declaration of Conformity
-Part1:General requirements， (日本規格協会訳 (2005ｂ )『適合性評価
－供給者適合宣言－第一部：一般要求事項 ISO/IEC 17050-1： 2004』）
ISO(2009)， ISO9001:2008 Quality management systems－ Requirements，
(日本規格協会訳 (2009)『対訳 ISO9001：2008 品質マネジメントの国際規
格』）
ISO(2010)， Guidance on social responsibility ，
(日本規格協会訳 (2011d)ISO26000： 2010 社会的責任に関する手引』 )
ISO(2010)， Environmental management systems－ Guidelines for the phased
implementation of an environmental management system,including the
use of environmental performance evaluation，（日本規格協会訳
(2012a)『環境マネジメントシステム－環境パフォーマンス評価の利用
を含む環境マネジメントシステムの段階的実施の指針 ISO14005:2012』）
ISO(2011)， Energy management systems－ Requirements with guidance for
use， (日本規格協会訳 (2011b)『対訳 ISO50001：エネルギーマネジメン
トの国際規格』)
ISO(2011)， Conformity assessment-requirements for bodies providing
audit and certification of management systems， (日本規格協会訳
(2011c)『適合性評価－マネジメントシステムの審査及び認証を行う機関
に対する要求事項 ISO/IEC17021： 2011』）
ISO(2011)， ISO19011:2011 Guidance for auditing management systems ，
281
(日本規格協会訳 (2012ｂ )『対訳 ISO19011:2011 マネジメントシステム
監査のための指針』 )
Kaplan,Robert.S、Norton,David.P(2008),The Execution Premium:Linking
Strategy to Operations for Competitive Advantage,Harvard Business
School Publishing Corporation.（櫻井通晴、伊藤和憲監訳(2009)『バ
ランスト・スコアカードによる戦略実行のプレミアム』東洋経済新報社
Kotler,Philip、Lee,Nancy(2005),Corporate Social Responsibility Doing
the Most Good for Your Company and Your Cause,John Wiley & Sons
International Rights，Inc.（温蔵直人監訳(2007)『社会的責任のマー
ケティング「事業の成功」と「ＣＳＲ」を両立する』東洋経済新報社）
Maslow,A.H(1970), Motivation and Personality,second edition，Harper &
Row，（小口忠彦訳(1987)『改訂新版 人間性の心理学』産業能率大学
出版部）
Maslow,A.H(1998), Maslow on Management, John Wiley & Sons，Inc.
（金井壽宏監訳･大川修二訳(2001)『完全なる経営』日本経済新聞出版社）
Mintzberg,Henry(1998),Strategy Safari, Free Press, （斎藤嘉則他訳
(1999)『戦略サファリ』東洋経済新報社）
Mintzberg,Henry(2004),Managers Not MBAs, Berrett-Koehler Publishers,
（池村千秋(2006)『ＭＢＡが会社を滅ぼす』日経ＢＰ社）
Pfeffer,Jeffrey(1998)，The Human Equation:Building profits by Putting
People First,Harvard Business Press,（佐藤洋一訳(2010)『人材を活
かす企業』翔泳社）
Porter,Michael.E(1980), Competitive Strategy, The Free Press （土岐
珅・中辻萬治・服部照夫訳(1982)『競争の戦略』ダイヤモンド社）
Porter,Michael.E(1985), Competitive Advantage, The Free Press （土岐
珅・中辻萬治・小野寺武夫訳(1985)『競争優位の戦略』ダイヤモンド社）
Robbins,Stephen.P(2005),Essentials of Organizational Behavior,8th
Edition,Pearson Education,Inc（高木晴夫翻訳(2009)『【新版】組織行
動のマネジメント－入門から実践へ』）ダイヤモンド社）
Simon,Herbert.A(1997), Administrative Behavior: A Study of Decision
-Making Processes in Administrative Organizations, Fourth
Edition, ,The Free Press.(二村敏子他訳(2009)『新版 経営行動－経
営組織における意思決定過程の研究－』ダイヤモンド社）
282
【参考ホームページ】
飯田市役所ホームページ http://www.city.iida.lg.jp/
エコステージ協会ホームページ http://www.ecostage.org/
環境自治体会議ホームページ http://www.colgei.org/
環境省ホームページ http://www.env.go.jp/
外務省ホームページ http://www.mofa.go.jp/mofaj/
KES 環境機構ホームページ http://www.keskyoto.org/
グローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワークホームページ
http://www.ungcjn.org/
経済産業省 中部経済産業局ホームページ http://www.chubu.meti.go.jp/
経済産業省 関東経済産業局ホームページ http://www.kanto.meti.go.jp/
経済人コー円卓会議日本委員会ホームページ http://www.crt-japan.jp/
サステナビリティ日本フォーラムホームページ
http://www.sustainability-fj.org/
資源エネルギー庁ホームページ http://www.enecho.meti.go.jp/
地球環境戦略研究機関 持続性センターホームページ http://www.ea21.jp/
ドイツ連邦環境局ホームページ http://www.umweltbundesamt.de/
日本規格協会ホームページ http://www.jsa.or.jp/
日本適合性認定協会ホームページ http://www.jab.or.jp/
日本工業標準調査会ホームページ http://www.jisc.go.jp/
日本内部監査協会ホームページ http://www.iiajapan.com/
南信州広域連合ホームページ http://mi7mi.org/
水俣市ホームページ http://www.city.minamata.lg.jp/
ISO ホームページ http://www.iso.org/
283
